
⼟地⽉間パネル⼀覧

No. タイトル 機関名

1 九州地区⼟地政策推進連携協議会の紹介 九州地⽅整備局　⽤地部

2 所有者不明⼟地は全国にどれくらいあるの  〃

3 地籍調査の現状 〃

4 地籍調査による災害復旧⼯事の迅速化（⿅児島県⿅児島市の事例） 〃

5 ⼟地の健全な利⽤に向けて〜 ⼟地区画整理事業〜 九州地⽅整備局　建政部

6 ⺠法等⼀部改正法・相続⼟地国庫帰属法の概要 福岡法務局

7 地域に貢献する国有地 福岡財務⽀局

8 農地ポスター① 九州農政局

9 農地ポスター② 九州農政局



・九州弁護士会連合会

・九州ブロック司法書士会協議会

・福岡県行政書士会

・福岡県土地家屋調査士会

・（一社）九州・沖縄不動産鑑定士協会

連合会

・（一社）日本補償コンサルタント協会

九州支部

・（一社）日本国土調査測量協会

九州地区事業委員会

・（公社）全国宅地建物取引業協会

連合会九州地区連絡会

・（公社）全日本不動産協会九州・沖縄

地区協議会

協力団体行政機関

九州地方整備局
（事務局・相談窓口）

福岡法務局

福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、宮崎県、鹿児島県、
北九州市、福岡市、熊本市

《 協議会の概念図 》

連携

課題解決

支 援ニーズ

九州財務局
福岡財務支局

九州農政局

九州地区⼟地政策推進連携協議会の紹介
九州地⽅整備局

当協議会の目的

「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成30年法律第49号）の適正かつ円滑な施行を図るとともに、

地方公共団体が行う用地業務、地籍調査等の土地政策を推進するため、関係する行政機関及び団体が連携することによ

り、当該業務の円滑な遂行に寄与することを目的としています。

九州地区土地政策推進
連携協議会のHP ⇒



所有者不明土地は全国にどれくらいあるの？？

九州 所有者不明土地<
３６０万ｈa ４１０万ｈa

（推定値 H28 時点 ）

全国の約２割の土地が所有者不明土地

問題点① 所有者探索するためにかかる負担が大きい

問題点② 土地を有効に活用することができない

問題点③ 災害からの復旧や復興事業の妨げとなってしまう

九州地方整備局



九州地⽅整備局地籍調査の現状

地籍調査は昭和２６年から実施されていますが、進捗率は、
令和５年度末時点で、全国で５３％にとどまっています。

九州は、各県とも６０％以上と全国平均を上回っています。

お住まいの市町村を確認
したい場合はこちらへ ⇒

（地籍調査Webサイト）

進捗率県名

76 %福岡県

99 %佐賀県

69 %長崎県

8６ %熊本県

6５ %大分県

7４ %宮崎県

8１ %鹿児島県

（令和５年度末）

進捗率・全国53%

・・・80%以上

・・・60%以上80%未満

・・・40%以上60%未満

・・・20%以上40%未満

・・・20%未満



九州地⽅整備局
地籍調査による災害復旧工事の迅速化（鹿児島県鹿児島市の事例）

★R6.6.20からの梅⾬前線による⼤⾬による被災
国道226 号 ⿅児島市喜⼊前之浜町〜喜⼊町
【⿅児島国道⽤地⼆課の動きを中⼼に】

6/21 05:30 ⼟砂流⼊発⽣（物損⾞両２台）・通⾏規制開始
06:00 被災箇所の⼟地の使⽤等のため、権利者調査着⼿
08:30 登記情報提供サービスによる登記簿調査

市役所にて住⺠票調査
10:30 応急復旧⼯事着⼿

(⼟砂撤去・⼤型⼟嚢201 袋・側溝清掃等)
15:10 ⼟地所有者に⼟地の使⽤の了解を得る（⼆次被害防⽌）

6/22 03:00 通⾏⽌め解除（通⾏⽌め時間 21.5時間）

迅速な災害復旧には、⼯事に必要となる⼟地の正確な境界・⾯積・⼟地所有者情報が重要です。

⽤地の視点から
21時間半で通⾏⽌めを解除できたポイント  

⿅児島市による地籍調査が実施済みだったことにより、正
確な境界・⾯積等が確定できた。
登記簿の⼟地所有者が、住⺠票で確定できた。

→ もし、地籍調査が未実施で、登記簿を確認しても⼟地所有者
が不明や連絡がつかない所有者不明⼟地だったら・・・

用地部には、「地籍調査」や
「所有者不明土地対策」の実
施主体である市町村に対し
て、右の負担金等や補助金
制度があります。

地籍調査費負担金等：国50％、県２５％、市町村２５％
（県、市町村の負担のうち８０％に特別交付税が措置され、実質的負担はさらに軽減）

所有者不明土地等対策事業費補助金：市町村５０％
（市町村負担分は、特別交付税が措置（措置率、最大５０％）され、実質的負担はさらに軽減）

国道226 号 鹿児島市喜入前之浜町～喜入町

6/21 05:30 右側斜面からの土砂流入により、通行止め



土地の健全な利用に向けて ～ 土地区画整理事業 ～

防災上危険な密集市街地の解消や中心市街地の活性化、商業・業務等の拠点市街地の形成、公共施設の早期整
備など、土地の健全な利用に向けた土地区画整理事業を推進。

都市計画道路

公園

区画道路

密集した木造建築物

旦過地区土地区画整理事業（北九州市）

イメージパース（立体換地建築物含む）

防災上危険がある

密集市街地

密集市街地の解消

公共施設の整備

土地区画整理事業
事例

九州地方整備局

区画整理 ⇒

(九地整 HP)





地域に貢献する国有地
福岡財務⽀局は、国⺠共有の貴重な⼟地について、売却などを通じ国の財政に貢献するとともに、

地域と連携した国有地の有効活⽤を通じ、地域・社会へのニーズに対応しています。

国の庁舎における空きスペー
スを有効活⽤するため、活⽤要
望等を受付けしています。

⼀部の国有地は、買受けや借
受けの要望を受付けしています。

「介護離職ゼロ」の実現に向け、介護施設整備に寄与すべく、
定期借地制度を利⽤した減額貸付による国有地の活⽤を進め

庁舎敷地（空きスペース等）
の有効活用

受け、協議・検
討を重ね、令和6
年2⽉に約133億
円で、企業グ
ループへ売却し
ました。

旧板付航空基地
跡地は、福岡市へ
東平尾公園として
無償貸付けされて
ています。
令和5年には

「世界⽔泳選⼿
権」の会場の⼀つ
にもなりました。

ています。
福岡財務⽀局

では、令和6年
10⽉現在、7件
の国有地を事業
者に貸付けして
います。

⼤濠公園・舞鶴公園の正⾯に位置する国有地について、「国
際ブランドの⾼級ホテルを誘致したい」との福岡市の要望を

庁舎・宿舎跡地を介護施設⽤地として活⽤地域ニーズを踏まえた国有地の売却

地⽅公共団体への無償貸付 その他の有効活⽤について
買受け・借受け要望の受付け

詳しい内容
はこちらへ

要望受付中の空
きスペース情報
はこちらへ

福岡家庭裁判所跡地（福岡市中央区） 介護施設（福岡市南区）

東平尾公園（福岡市博多区）

詳しい内容はこちらへ

財務省

福岡財務支局

地⽅公共団体に無償貸付けした国有地は、地域の憩いの場と
して公園などで利⽤されています。

【活⽤事例】
チャリチャリのポート（福岡合同庁舎） 【物件例】福岡市中央区舞鶴3丁⽬142番2

写真提供：福岡市






